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衆議院総選挙（12/14投票）

l瞑蘭詔瓢？
消費税 原発 憲法･平和

日本共産党
消費税10％はキッパリ中

止｡金持ち減税を見直し

20兆円の財源を確保

原発再稼働ストップ。

原発輸出をただちに中

止する

憲法違反の集団的自

衛権容認の閣議決定

を撤回させる

自民党

10%への増税を確実に

実施し､軽減税率導入

を目指す

電源構成の将来像を

速やかに示し、原発再

稼働を進める

集団的自衛権を容認した7

月の閣議決定に基づき､安

全保障法制を速やかに整

備する

民主党
消費税引き上げは延

期する

30年代に原発稼働ゼ

ロを可能とするよう､あ

らゆる政策資源を投入

集団的自衛権容認の閣議

決定は立憲主義に反する

ため撤回を求める

維新の党
消費税増税法の景気条項を削除

。低所得者対策の給付付き税額

控除を実現する

原発再稼働責任法を

制定し､条件付きで再

稼働を推進する

自主防衛力の強化。自衛隊･海

上保安庁など政府機関が連携し

領域での実効支配力を強化

公明党

10%への増税を確実に

実施し､軽減税率導入

を目指す

原発再稼働は厳格な基準

を満たすことを大前提に、

国民･住民の理解を得て判

断する

集団的自衛権を容認を受けた安

全保障法制の整備は国会の議論

を深め｡国民の理解が得られるよ

う丁寧に取り組む

生活の党 消費税引き上げを凍結
原発の再稼働･新増設

は一切容認しない

憲法の改正なき集団

的自衛権は憲法9条に

のっとり断固反対

次世代の党
現時点での消費税増

税には反対

燃料電池のｴﾈﾙｷﾞ一供

給ｼｽﾃﾑ構築､脱原発

依存体制を構築する

集団的自衛権に関する憲法解釈

を適正化する｡個別的･集団的自

衛権の要件を明確化する法を整

備

社民党
再増税は先送りでな<

、撤回し消費税率を5

％に引き下げる

脱原発社会の実現を

目指す｡原発再稼働は

一切認めない

集団的自衛権の行使

は認めず､閣議決定の

撤回を求める

新党改革
消費税再増税の延期

判断を支持する

再稼働を推進する政府

方針は受け入れられな

い

日本を新生する憲法改

正の国民的議論を起こ

す
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/☆年末調整計算畠☆几

　年末調整の時期がきました。例年のように下記の日程で計算会

を行いますので書類等を用意して参加下さい。

日時:12月16日
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場所:中部民商事務所

　　　　　同意して当日持ってくる書類

　　　　　①税務署より送付された書類一式

ゝ

　１

　　＼

へ

②年末調整をする方の氏名･住所一生年月日

③扶養家族・配偶者の氏名一生年月日

④2014（平成26）年の給料明細書

⑤生命保険や地震保険の控除証明書

⑥健康保険・年金等の支払いがわかるものノ

⑦会社(事業所)のゴム印や印鑑
/

／

でV

消
費
税
・
原
発
・
平
和

　
　
　
　
　
　
　
各
党
の
公
約
防
？

　
衆
議
院
総
選
挙
が
公
示
さ
れ
ま
し
た
。
投
票
日
は
１
２
月
１
４

日
（
日
）
で
す
。

　
今
回
の
選
挙
は
、
安
倍
自
公
政
権
の
進
め
る
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
や

消
費
税
増
税
に
審
判
を
下
す
重
要
な
選
挙
で
す
。

　
私
た
ち
中
小
業
者
の
声
を
国
会
に
届
け
て
仕
事
を
し
て
く
れ
る

政
党
・
候
補
者
を
選
び
ま
し
ょ
う
。

為
忠
良
覧
札幌市中央区

　　南１条西１４丁目

ＴＥＬ２８１－２８０８

ＦＡＸ２８１－２８３２

ホームページ
　http://www.tyu-min.com

Eメール

　infoきtyu-min.com

に
迎
え
ま
し
ょ
う
。

仲
間
ふ
や
し
て
大
き
な
民
商

　
増
勢
で
新
年
を
迎
え
よ
う
１
・

　
秋
の
運
動
期
間
中
（
９
～
１
１
月
）
、
中
部
民

商
は
商
工
新
聞
で
増
勢
と
な
り
ま
し
た
。
全
通
で

も
、
５
課
題
（
商
工
新
聞
・
会
員
・
共
済
・
婦
人

・
青
年
）
す
ぺ
て
で
増
勢
に
し
て
１
２
月
を
迎
え

て
い
ま
す
。

　
消
費
低
迷
や
物
価
高
、
消
費
税
増
税
の
影
響
は

、
多
く
の
会
員
・
中
小
業
者
に
重
く
の
し
か
か
っ

て
い
ま
す
。
年
を
越
せ
る
か
ど
う
か
と
悩
み
苦
し

ん
で
い
る
人
も
い
る
中
「
一
人
で
悩
ま
す
民
商
に

相
談
を
」
の
一
声
が
重
要
で
す
。

　
来
年
の
確
定
申
告
に
向
け
て
の
準
備
も
「
民
商

と
一
緒
な
ら
安
心
だ
よ
」
と
多
く
の
仲
間
を
民
商

｜

　　　｢民商会費｣と｢運動資金｣納入のお願い

　民商は会員の皆さんが納める会費と商工新聞代のみで運営

しています。毎月１５日までに納入をお願いしています。

　合わせて会費を事務所に届けて頂くようご協力をお願いし

ます。

　１１月から来年１月までの３か月間、運動資金に取り組ん

でいます。合わせてご協力下さるようお願い致します。
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